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補遺2  

、片戒17年度末の積立金の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの乗離の要因分解について  

、打成17年度末の積立金の実績と平成16隼財政再計1凱こおける将来見通L（平成16年改1Ⅰ三後の同庫・公  

経済負担引上二げを反映した加1二他、ニ以下‘同様しノ）の釆離の要【大】分解（華離に対する各要【大1の寄与分の計笥）  

は、以下のようiこして行った（  

図表3「㌢1の要因分解  

○ 平成17年度末〝）積、」ェ金は、、平成16年度末梢、l／二金、平成17年度の収支残を使って、次グ）ように表され   

る 

17隼度末積立金＝16年席末積立金＋（17年度の収支残）  

○ 収支残は、前年度末の積立金から影響を受ける「運用収入」と、前年度末の積立金からは影響を受け   

ない「運用収入以外の収支残」に分けJJれる 

収支残＝運用収入＋運用収入以外の収支残  

○ 名目運用利回りを、  

名目運用利【司り＝運用収入／（前年度末積立金＋運用収入以外の収支残／2）   

として算＝する。この名‖運用利回りを用いると、逆に運用収入を次式から算出することができる  

運用収入＝前隼度末梢、王金×当年度の名目運用利回り  

＋当年度の運用収入以外の収支残×、車上度の名H運用利一口1り／2  

0 本年度未積立金は、前年度末積立金と当年度の運f馴文人以外の収支残、、1年度の運用収入の合計であ   

るから、この運用収入の算＝式を用いると、  

本咋度末積立金＝前年度末積立金×（1＋、⊥川り斐の名札運用利回り）  

＋、⊥与年度の運川収入以外の収支残×（1＋当年度の名F1運川利【ロ1り／2）‥・（1）   

となる 

○ ニこで、  

A．1：斗減n年度末の積立金  

B．、、Fろ成n年度の名［］運用利伸】り  

C‖ 平成rl年度の運用収入以外の収支残   

とおけば、⊥・し（1）ほ  

A．、＝A．1．×（1＋H．、）＋C‖×（l＋Bれ／2）‥・（2）   

と表されるっ 式（2）において、n＝17とすると、、n戎17年度末積立金は以卜のとおりになる。  

八一丁＝A．い×（l＋Hll■）＋C17×（1＋B17／2）・・・（3）   

All、、H．丁、〔二．丁をすべて実績（簿価ベース、時価ベース）とすれば、式（3）は実績の平成17年度末積立   

金（簿価ベーース、時価ベース）と 一致する よた、Al（〕、HlT、C17をすべて平成16年財政再計算にお   

ける将来見通しとすれば、∫じ（3）は、打戒16年財政再計算における平成17年度末積立金と 一致する 

O F言」①、④の値を簿価ベー▼一ス、時価べ←スごとに計算する 
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①  

A川、B■7、C17すべてに実績を代入［平成17年度末積立金の実績となる］  

②，③  

A川、B17、C■7に順次、表のように、実績、平成16年財政再計算における将来見通しを代入  

④  

A＝－、B17、C－7すべてに平成16年財政再計算における将来見通しを代入［平成17咋度末積立   

金の将来見通しとなる］  

①と④の差「①－④」が実績と平成16年財政再計算における将束見通しとの市離である。   

①と②の違いは、式（3）において平成16咋度末積立金Al（～として、実績を代入するか、平成16年財  

政再計貸における将来見通しを代入するか、だけの違いである（B17、C．7は①、②ともすべて実績を代  

入）。したがって差（①②）は、平成17年度末時点の積、Jた金の帝離（①－⑫）に対し、平成16年度  

末時点における積立金の将来見通しとの帝離が寄与した分とみなすことができる。   

②と③の違いは、式（3）の平成17隼度における「孝，目運用利回り」fう17に実績を代入するか、平成16  

年財政再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（②－③）は、、ド成17年  

度末時点の積立金の乗離（①④）に対し、名目運用利回りが平成17年度で将来見通しと輿なったこ  

とが寄与した分とみなすことができる。   

③と④の違いは、平成17年度の「運用収入以外の収支残」C17に実績を代入するか、平成16年財政  

再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（③④）は、平成17年度末時点  

の積立金の蔀離（①¶④）に対し、運用収入以外の収文残が平成17年度で将来見通しと異な／）たことが  

寄与した分とみなすことができる。   

このようにして、平成17年度末時点の積立金の乗離（①④）を分解したものが図表343である。，  

変数への代入数値組合せ表  

16年度以前  

の基礎的数  17年度の基礎的数値  

値  

17年度末積立金         16年度末積  名目運用利  運用収入以   

推計値   キ金   回り   外の収支残   

A17   A16   B17   C17   
① 実績   実績   実績   実績   

②推計値   将来見通し  実績   実績   

（診 推計値   将来見通し  将来見通し  実績   
④ 将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し   
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表3－4－6の要因分解  

○ 名目運用利回り及び運用収入以外の収支残が将来見通しと異な／⊃たことの寄与分についてさらに要因   

分解を行うことで、平成17年度末の積立金の実績と将来見通しの乗離の分解をより細かいものにしたl⊃   

その際、経済要素に関しては、以「述べるように、名目賃金上昇率を基準に捉えることとした。）  

O n年度の「宰，目運用利恒lり」Bnを次式のとおり、「被用者年金全体の名目賃金L昇率」BbI、と「実質的   

な運用利回り」Ba．、に分解するでつ  

1＋名H運用利回り＝（1＋実質的な運用利回り）×（1－ト被用者年金全体の名H賃金上昇率）  

1＋B．1＝（1＋Ba－、）×（1＋BbIl）・・・（5）  

O n年度の「運用収入以外の収支残」C＝は、（運用収入以外の収支残）＝（保険料収入）一（給付費等）   

と表すことができるしここで「給付費等」とは、保険料収入から運月］収入以外の収支残を控除したもの   

のことであり、給イ寸費や基礎年金拠出金などの支出額から、運用収入及び保険料収入以外の国庫負担、   

基礎年金交付金などの収入額を控除したものであるし 

○ 保険料収入は、対象としている、Jう該制度の名目賃金上昇率に連動して変動し、「給付費等」は年金改定   

率（物価スライド率等）に連動して変動するものと考えられる。  

保険料収入と当該制度の名目賃金上昇率との関係については、名H賃金1二昇率が年度末における1人   

当たり標準報酬額の前年比であり、標準報酬月額の改定は通常9月分からであることや納入月等も考慮   

し、当年度の名目賃金1二昇率の半年分と前年度の名目賃金上二昇率の半年分が保険料収入に織り込まれる   

ものと考えるし  

ここで、ひとつのモデルを考える。各年度末現在における1人、うたりの標準報酬月額の比が、  

前々年度末   前年度末   tl笥年度末   

月額の比   1＋X   （1＋X）×（1＋Y）   

であるとし、この年度間において人数変動が起きないとする。  

1＋X  

6か月  6か月  6か月  6か月  

（1＋X）×（1＋Y）  

前々年度末  前年度末  

前年度中の保険料  当年度【‡1の保険料  

ゝ⊥う年度中の標準報酬月額と前年度中の標準報酬月額の比を／〕とすれば、  

（l／：2）×（1＋X）＋（1／2）×（1＋X）×（1＋Y）  （1＋X）×（1＋Y／2）  

（1／2）＋（1／2）×（1＋X）   

／）≒（1＋X／2）×（1＋Y／2）  

1＋X／2   
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運用収入以外の収支残の帝離分析の際には、このような半年分の調整を各被用者年金制度と被用者年金  

全体について以下のように行うこととする。  

制度の名目賃金上昇率  

＝（1＋当該制度の当年度名目賃金上昇率／2）×（1＋当該制度の前年度名目賃金上昇率′／2）－1  

被用者年金全体の名目賃金上昇率：CaI、  

＝（1＋被用者年金全体の当年度名目賃金上昇率／2）  

×（1＋被用者年金全体の前年度名目賃金上昇率／2）≠1   

・方、年金改定率と給付費等との関係については、年金改定（物価スライド）は通常4月分からなの   

で、年金改定率が1年分、給付費等に織り込まれるものと考えられる。  

O n年度の「制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入」Cd，、と「年金改定率が0％の場合の給   

付費等」Ce－1を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入‥Cdn＝保険料収入／（1＋当該制度の名目賃金上昇率）  

年金改定率が0％の場合の給付費等：Cen＝給付費等／（1＋年金改定率）  

○ また制度の名目賃金上昇率と被用者年金制度全体の名目賃金上昇率の関係として、n年度の「制度の   

名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率」Cbnと、「年金改定率の被用者年金全   

体の名目賃金上昇率に対する比率」Cc．－を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：Cbr、  

＝（1＋当該制度の名目賃金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

年金改定率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：CcI、  

＝（1＋年金改定率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

○ すると、運用収入以外の収支残は、以下のように表されることになる。  

運用収入以外の収支残：C‖＝保険料収入一給付費等  

＝Cd．、×Cb‖×（1＋Can）－CenXCcnX（1＋Can）・・・（6）  

○ 式（4）～（6）により、平成17年度末の積立金A17は、以Fのように表されることになる。  

A17＝A16×（1＋B17）＋C17×（1＋B17／2）  

＝AlbX（1＋Ba17）×（1＋Bb17）＋［cd17×CbL7×（1＋Ca17）rce．7×Cc17×（1＋Ca17）］  

×［1＋（1＋Ba17）×（1＋Bb17）］／2・・・（7）   

式（7）の変数Alb、Ba16、Bblb、Ca16、CblG、Cclb、Cdlh、Celbに実績又は将来見通しの数値を次頁の表のよ   

うに代入していき、推計値（1）～（7）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することが   

できる。例えば、積立金計算の基礎的数値すべてに実績を入れれば、平成17年度末積立金の実績が得ら   

れる。また、積立金計算の基礎的数値すべてに将来見通しを入れれば、平成17年度末積立金の平成16   

年財政再計算における将来見通しが得られる。  

○ 図表3－4－3の作成と同じようにして、以上8個の基礎的数値を順に、実績と将来見通しを入れ替え、   

式（7）の他の差を計算することで、各基礎的数値が将来見通しと異なったことの寄与分を得ることができ   

る。   

なお、平成17年度についてCb17とCc17は同時に入れ替え、入れ替えたときの式（7）の値の差を、平成  

17年度の（運用収入以外の収支残における）「被用者年金全体の名目賃金上昇率以外の経済要素が将来   

見通しと異なったことの寄与」とした。  
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同様に（、（1】丁と（、（Hヰ）吊‖、iJ÷に入れ伴え、 入れ伴えたとき〃）式（7）ぴ）仙ノ）ノ仁を、自戒」7佃隻〝）（連川収人  

以外〔／刈叉文枝における）り、Il要素でが将来兄通しとう■】主な／ったこと〃）‘111：り一」としたJ  

変数への代入数値組合せ表  

17年度の基礎的数値  
16年度以  
前の基礎  

的数値  経済要素  人口要素等  

各制度別  
の名目賃  
金上昇率  

被用者年  
金全体の  

被用者年    名目賃金  
実質的な  

17年度末積立金推計  
値   積立金  り   上昇率  後）   比率   る比率  料収入  付費等   

A17   A16   Ba17  Bb17  Ca17  Cb17  Cc17  Cd17  Ce17   
（1）実績   実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   
（2）推計値  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   
（3）推計値  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績   
（4）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績   
（5）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績   

（6）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績   

（7）将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し   

、軸k17牛皮ぺ諭小′二余（ノ刷用≠〔戦  

厚′巨隼余   H圧済＝也比済  日比済   」也八済  私′芋共済   

兆rl  忙・∧〔」  億】j   r亡「＝  借   億＝  佃」   億弓【1  億い」  

（仁）墨絹  171．2   175、（う（う2 〔5（軋パトり   H7，5日O［別，69りj  ：う醐，〔H2′115，15■り   ：j3，1日O［こう‘ノl，7こう0］  

計情  17（）∴う  ノ172，97（う 「1（軋バ1こう］   R7，725 二別），227］  3R5，251 ∴川5，5バ6］   ニう3，060［：う：う，576］  

．卜仙  L1日）．7］   157，515 ［157，929］   H5∴う75「85，7：封］  372，1小）ニう72，198］   31，7：う9［：う1，7681  
計仙  「1（う：う．11  1軋121 「■圧‖，Hこ拍1   舗，（う67［R7，025］  ：汀7，755［：汀7，81：う1   ：i2，216「32，2′16］  

卜情   ［1（iニう．11   川1，こうこうり  ■川l，752j  バ（う，（う′15［H7，00H］  ニ汀7，闘‖［：う77，71t   ：う2，212 二こう2，21ニう］  

ト伯   川二う．り   l（うl、捌）7   ∴1（う5，22′l」   H（う，7′11「バ7，1（）（）二  こう7H，06（う「ニう7H，125」   ：う2，270「こう2，：川0］   
（7巨l寺来兄通し    1（う、1．（）   1（う5∴うこうり 川5∴う：う射   H7、2（捕「H7，2n（う  こう7H，1ニう：う「こ汀H，1：う  団  ：う2，27：i「：う2，27：う］   

ィ】   卜与ノ）放附さt≠†膏‖仁＼・ぺソ）ノ）二′t・－て）  
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補遺3  

平成17年度の収支比率の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの蔀離の安岡分解について   

平成17年度の収支比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の同庫・公  

経済負担引上げを反映した推計値。以F同様。）の帝離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様な変数を用いて行った。その内容を簡単に記すこととする。  

図表3－5－2の要因分解   

収支比率は、総合費用を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率であり、平成n年度の収支  

比率をA．、、平成n年度の総合費用をBn、平成n年度の保険料収入をCI一、平成n年度の運用収入をDn  

とすれば、次の式で表される。  

AI－＝BT、／（Cn＋Drl）‥・（1）   

推計式（1）の変数Blh，C＝，，Dl－，に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①  

～④まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計伸二①【推計  

値②は、平成17年度の総合費用の乗離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成17年度収支比率の実績となり、推計値④は平成16年財政再計算における平成17  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の蔀離（①－④）を分解したものが図表3－5－2である。  

図表3－5－3の要因分解   

収支比率の因子である運用収入は、前年度末の積立金及び当年度の運用収入以外の収支残と名目運用利  

回りによって計算される。平成n年度末の積立金をE．1、平成n年度の運用収入以外の収支残をG－1、平成  

n年度の名目運用利回りをF．1とし、名目運用利回りを前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、  

運用収入を用いて  

F－、＝D‖／（f工。1＋G‖／2）  

と定義すれば、運用収入は次の式で表される。  

Dn＝（E。l＋Gn／2）×F。‥・（2）   

式（1）に式（2）を代入して、収支比率を前年度末積立金、名目運用利回り、運用収入以外の収支残などの  

要因に分解すると以下のようになる。  

An＝BIl／［c1．＋（EIl1＋G1．／2）×Fn］   

したがって、平成17年度の収支比率A17は次式で表せる。  

A17＝B．7／［C17＋（E．6＋G，7／2）×F17］・‥（3）  
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推計式り）の変数Ⅰう〔’l二い 卜，（；．に美綺丈は将来見通L（ハ放仙を次イ車ハよ拉）ように代人してい  

き、推．汁仙（1）～（6）モで．汗符L、jl帖欠ぶをとることにより各々〟）宥り・をF汁算すうことができる√、例えば、  

推計仙（1）推計情（2）は、、内皮17イ日加〕総合勘†け）華離ゾ〕′浅手り一分である。   

なお、推計伸二（1）は、l（成17牛度収支比ヰを〃）′夫績となり、推計仙（6〕は、n戒16イド財政11す計訊こおける平成  

17牛度〝）将来見通Lとなろ   

このょうにして、十戒17隼度‖、】J÷点の収支比ヰけ）禾離（（1）（6））を分解した≠，のがI冥】末：ト53であるしノ   

なお、推計結果（式（：う）〔叫直）は次々衣、・川いた怯礎押」数伸二は‖9真のとよ汗である。  

総合費用算  
のための  
基礎的数値   

17年度  17年度   16年度以前   17年度  

17年度収支比率推  

計値  費用   料収入   立会   回リ   外の収支残   

A17  B17   C17  E16   F17   G17   
実績  実績   実績  実績  実績   

（2）推計値   将来見通し  実績   実績  実績  実績  
十値  将来見通し  巴  ’来見通し  実績  実績  実績  
十値  将来見通し  巴  ‘来見通し  将来見通し  実績  実績  
十億  将来見通し  巴  F来見通し  将来見通し  将来見通し  実績   

（6）将来見通し   将来見通し  将来見通し   将来見通し  将来見通し  将来見通し   （1）実績  

、n成17隼度収支比ヰミげ）推．汁仰ニ ー覧  

厚牛隼金  l可共済十地共済   圧1共済   地共済   私学共済   

（1）尖結  LHH．9］   H5．0  L60∴う］  9こう．0「二79．1］  

（2）推計植  ［R（う．1］   H5．9 ［60．9］  射．2 ［77．6」  8▲1∴う ［57．0］  73．3 ［65．0］   
（：う）推．汁仙  LH（う．H］   バ′1．5  L60．1］  91．5 「77．R］  R2．5 「56．1］  7：う．2 ［6■1．9］  

卜肺   L87∴1］   8∴1．6 ［60．8］  91．／1［7軋2」  82．6 ［56．8］  73．3 ［65．7］  
卜偵   「l‖．（）1   99∴1［99．‘′1］  99．H［99．7］  99∴i「99∴う］  9l．6［91．6］   

（6）将来几通し    ［11：う．9］   99∴1［99∴′り  99．7 ［99．7］  99．3 ［99∴う」  91．6 ［別．6］   

ii  卜畑ノ）放佃り北川†ト←一ス（ノ）‡，しノ）▼こふノ1  
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補遺4  

平成17隼度の積立比率の実績と   

平成16咋財政再計算における将来見通しとの乗離の要因分解について   

平成17年度の積立比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した推計値。以F同様。）の蔀離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様な変数を用いて行った。その内容を簡単に記すこととする。  

図表3－5－5の要因分解   

積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得られる比率である。平成n年度の積立比率をA．、、  

平成n年度の積立金をB．1、平成n年度の総合費用をC－1とすれば、  

An＝Bn．／C．1  

である。   

したがって、平成17年度の積立比率A17は次式で表せる。  

A．7＝B16／C17‥・（1）   

推計式（1）の変数B．6，C17に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①～③  

まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①一推計値②  

は、平成16年度末積立金の乗離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成17年度積立比率の実績となり、推計値③は平成16年財政再計算における平成17  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の禾離（①－③）を分解したものが図表3－55である。  

17隼度碩た比率推言日直   前叶度末梢立金  17隼度総合費川   

A17  B16   C17  

司   実績   実績  

卜値   将来見通し   実績   
（3）将来見通し  将来見通し  将来見通し   

なお、推計結果（式（1）の伯）は次の表、用いた基礎的数値は149頁のとおりである。  

平成17年度積立比率の推計値“一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

（1）実績   ［6．1］   9．7 ［9．9］  7．4 ［7．5］  10．5 ［10．7］  10．3 ［10．6］   
（2）推計値   ［6．0］   9．7 ［9．7］  7．4 ［7．4］  10．5 ［10．5］  10．2 ［10．2］   
（3）将来見通し   ［6．2］   9．6 ［9．6］  7．5 ［7．5］  10．3 ［10．3］  10．3 ［10．3］   

柱：［ ］内の数値は時価ベースのものである。  
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（●＝■）nl乎tさ1丁量l曹圭Ii寸書r勤平成l一任庶血書比重（効率慮17塵虔暮■寸汁塞左】■1片すムト」hの  二貞→■：Jト ＝ ‾‾  Ⅶ  

厚生年金   い・二  三・・ 二  皿共済  地共済  私学共済   
イ之う  兆円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   偲円   條円   

ヰ成16年腹の1台上声昨  

各制度別の名巨1含上声率こ％′主2   020  052   052   004   00   125   1Z5   

祇用青年会全体の名目年金上声諦：％串フ   817   017   017   017   01丁   017   O II 017   017   

A．． E．． B．． 小成16年捜末積立舎   り11  467652  ≦475228  87034  r88564」  380619  386664】  32102  Lこi3079］   
中成1J年魔の揮用山人   

104  16026  39219   2423  L4糾Tl  1二）604  「34573］   
名臼連用制回り t％ 

1359  ［1駅）3］   

F－一  621 _ 346   832］   281   529］   360   901］   425  し577」   
Boり  実質的な滞用車回り r％   642   366   853 301   550］   380   922」   445   【598 

中成1／年度の1金上昇蕗  

各制度別の名臣t金上昇率†％：：主 017  005   005   011   011   059   059   

馳¶  撼用壱年倉全体の名目1金上昇奉 ′％注2   01   019   0199 019   019   0、19   01   019   019   

Gけ  平成l／年腹の運用収入以外の収支桟   丁3   8．017  【7．603」   1877  し52り   6140  ［6（旭2］   282   252 

C‖  保険料収入   210  40389  40．389  102執）  10．290  30Ogg  30－099   2885   2．865   

0．   各馴鹿別の半句分訓善後名目t倉上岩垂〔％   0†9   000  023   023   007   00   0g2   092   

Ca‖  被用青年会全句・の名目丁含上昇巌（半年分調整後）（％ 018   018   018   018   018   018   018   018   018   

Cb－7  い各制度別の名目壬金上昇率＝卜複用壱年金全体の名自又含上声車）   10（X）   1002   し002   1004   1004   1001   1001   099こi   0993   

給付★＋基礎年金拠出金（国庫・公軽満員f員分を除ぐ基塔年金女1十金   284  64256  鋸．25t；  17丁81  け丁81  464丁5  46．475   30丁5   30丁5   

その他」1入（基鯵年金拠出金の匡】庫・公惜済負柑分を隙くその他支だ   01  15850  J主こう  L16．284 5614  ● ●   10236  注1 LlO．Z94 丁2  ヱ主ニー    421   

B－7  C”  〔再綿）総合霊用   279  4丁968  47．968  11822  11822  3614丁  36．147   3†25   3125   

物価上声率 し≠】 03   03   03   03   03   03   03   03   03   

年金惑定率′％） 00   00   00   00   00   00   00   00   00   

Ccn  （い年金ま定率）（い被用壱年金今体の名目手金上昇産 1（和2   1002   1（X）2   1〔旧2   】002   100Z   1002   し002   1002   

Cd，．  各制度別の名臼t金上昇掌が0％の場合の保険料山人   210  40387  40387  10．266  10266  3012Z  30122   2，B9Z   2892   

Ce¶  年金改定率が0％の場合の据付暮雲   283  48406  ：4丁992  1乙1（〉7  ＝811」  36．239  L36181 314丁  し3＝刀   

年金改定率が0％の壌今の総合霊鱒   279  4丁968  4丁968  11．且22  1ト822  36．14丁  36147   3】25   3125   

斗成1／年度末積立金   1742  4丁5662  i5068441  87．5aO  【91690】  388，08Z  ニ4†51弘］  33180  【34730］   

注1 1内の数値は、時価ベースのものである．  
′主2 表中の名目賃金上昇率は、年齢構成の書動によるI∋■を除し、た樺準鞘酬の上昇率であり、被用有年金全体の数値は、凱、推計値である  
なお、共済については苫与を含む機械的な推計値であるく  

注3 その他支出には、時価ベースの運用収入に含まれている雷佃川正簾棄却韻事の費用が含まれているので運用収入〔漬価）と正味運用収入の豊を控除した 

‖■霊）〔n翠慮t？飯倉主】毛寸書（到平成1丁重虚血青汁重 訊平鹿け仕度縫寸比重右I■別寸ムー」hの  的】書■（乎l書  相生 

■lir王】什  lま1）        厚生年金  瑠共済＋ 地異漬  正真済  地共済  私竿共済   

ブ／2．3 兆円   億円   イ慈円   條円   億円   
平成18年ノ量の1金上昇廊   

各制度別の名目1金上昇率（％ 06   06   06   06   06   

袖用老年合食休の名目千金上昇率（％   06   06   06   06   06   

ん－  EI  B■ 平成16年虔ま積立金   】6丁5  4（〉5．0（〉1  87175  3TT886  31，988   

平射／年度の運用収入 昔   7．384   1373   601   510   

F‖  名目運用利回り（％ 1tSO   159   160   160   

8■tl  実賞的な運用利回り（％ 050   030   028   030   0，30   

平成1／年度のt会上昇應  

各制度別の名目1金上昇奉、％ †3   13   し3   

Bb‖  破用青年会全体の名∃1金上昇牽l％   13   13   13   

G‖  平成1／年度の運用山人以外の収支残；1   65   7．10t）   1，342   5丁64   224   

C‖  堤陸封収入   208  41346  10－249  3t09丁   2．873   

各キ廉別の半年分調整後名目t金上昇奉（％ 10   10   10   l0   し0   

G¶  塙用青年会全体の名目1金上昇軋半年分調整後）く：％ 10   10   10   10   10   

Cb■7  い各制度別の名目1金上昇率）（卜相用看年会合体の名目1金上昇牽 10（X）   1000   1M   1（X氾   1〔旧（）   

結付霊十基礎色合拠出念（国庫・公輝済削与分を除く）よ礎年金立付合 ノ‡   2丁8  65．285  17．糾7  47438   3．0（】9   

その他山人（基礎年金離出金の園庫・公輝済負岬分を除く卜その他支ご ノ主   06  168こ13   6．258  105丁6   28   

B‖  C‖  再掲）総合★用 注   2Tl  48．452  11．591  36，86l   3．098   

鞠†面上声牽（9b 05   05   05   05   05   

取合規定奉（％ 00   00   00   00   00   

C｛H－  （行年合致定牽レ（い破用壱年金全休の名目t含上昇奉 0．99l   099l   0991   0991   09gl   

Cd‖  各制度別の名目t金上昇奉がD％の場合の保険料茂人   206  40956  10．152  30，804   2848   

Ck吊  年金改定率が0％の鳩舎の給付書手   272  48452  11．5gl  36861   3Og7   

年金改定率が0％のヰ今の総合十用   271  48452  ‖．5gl  36，861   3098   

中成1／年度末積立金：亨   1糾0  465339  87．206  378．133  32．273   

ノ主 平成16年改正後の制度改正による基礎年金拠出金に係る四庫・公織済負担の引上Ifを反映した場合の数値である 
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補遺5  

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について （考察）  

（1）本補遺の問題意識   

本章第4節では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減すると考えられること  

から、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績と平成16年財政再計算との罪離に関し、名目賃金  

上昇率が見通しと異なった分を除いた、年金財政への実質ベースの影響について分析している。しかし、  

実際の年金制度では、受給者になってからは、65歳までは賃金上昇率で、65歳以上は物価上昇率で年金額  

が改定されていく（このほかにマクロ経済スライドによるスライド調整もあるが、ここでの議論に本質的  

な影響を与えないし、簡単にするため、ここでは考えない。）。果たして、最初の長期的な仮定は正しいの  

であろうか。   

以下では、「平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」での分析をもとに、賃金上昇率、  

物価上昇率の給付費に対する影響について考えてみる。この財政再計算結果に基づく財政検証では、財政  

再計算に使用されたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試算を  

行っている。その中に、年金制度や人口の要素は動かさずに、運用利回りや賃金上昇率といった経済前提  

のみを変更した場合の将来推計がある。   

その動かし方は次のようなものである。  

運用利回り  賃金上昇率  物価上昇率  

基準ケース（財政再計算）  

経済変更1  

経済変更2  

2．1％  1．0％   

（2009年度以降の前提について動かしている。）  

このように、物価上昇率は固定したままで、賃金上昇率のみ変更している。そのため、賃金上昇率の変  

動の影響、すなわち、賃金上昇率と固定した物価上昇率のどちらに、どのように影響されるかが観察でき  

る。  

（2）経済前提の給付費に対する影響   

毎年度の年金給付費に影響するものとしては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さらに  

は新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。   

なお、上記の変動させたケースでは、運用利回りも同時に、わずかではあるが動かしている。給付費に  

は、運用利回りは直接の影響はないが、積立金の運用収入の変動がマクロ経済スライドの掛かり方に影響  

するため、年金額そのものには影響を与える。しかし、ここでは、いずれかのケースでマクロ経済スライ  

ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運用利回りの変動の影響  

は考えなくていい。   

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる。定常状態を考え、かつ、将  

来のこととすると、すべての被保険者、受給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通りに被保険者になり、  
■
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報酬を得、その後受給者となる。当然各年度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。1つ  

違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酬は、年度が増えるに従い、全体に賃金上昇  

率分大きくなってし、る。従って、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増加していく。  

（3）前程を変更した場合の試算結果から見た影響   

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、   

給付費総額 ＝ ∑個々人の年金給付額  

＝ ∑個々人の年金額×（1一支給停止割合）  

＝ ∑p▲×b】  … … ①   

二こに、P．は受給者をグループ分けしたときの人数であり、人【】要素を代表する。なお、これには支  

給停止等の経済前提の動きに関係のない事項の影響も含めて考えることとするし。また、blはp．グループ  

の年金額の平均とする。   

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化しない。   

つまり、①式の年金給付額b．がスライドされるだけである。   

さらに、  

財政再計算のn年度の給付費総額  A，⊥  

前提を変更した場合のn年度の給付費総額  H，」  

として、  

R，＝B‖／／A，」  … … … ・②  

とおくと、人口の牢齢別の変動が極端に動かない限り、近似的には、R－、▲からはp．という人「］要素の影響  

は概ね消え、財政再計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済前提での報酬や年金改定の影響の  

累計の比であると見なすことが出来る。   

このR‥」の伸び率を、  

… … … ・③  β－」＝ R－」十．／R，。－1  

と置くと、これは各年度の経済前提の違いによる給付費の伸びの違いとなる。   

ニのβの動きを図にすると、図5－1のようになる。  
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図51経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較  

一厚生年金 経済変更2  

→ト」草生年金 経済変更1  
一国共済＋地共済 経済変吏2  

－－■一国共済＋地共済 経済変更1  

一私学共済 経済変更2  

＋私学共済 経済変更1  

経済変更2 賃金：2．1→2．5  

経済変史1賃金：2．1→1．8  

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095   

横軸より下▲に動いているのが、経済変動1賃金ヒ昇率が低くなった場合一であり、上を動いているの  

が経済変動2賃金上昇率が高くなった場合である。   

最初の数年間（2010年度まで）は、経済前提は変動させていないため、Pの動きは0である。その後2020  

年度あたりまでは、グラフの数値は、経済変動1で0．1～0．15％、経済変動2で、0．1～0．2％の伸びがみ  

られる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライドの適用期間の違いによるスライド調整の差の  

影響である。2040年度頃から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいである。  

（4）長期的な影響   

経済要因の変動の長期的な影響は、図51の2040年度頃より後のところで観察できる。グラフをみると、  

経済変動1では、マイナス0．3％のあたりを、経済変動2では、プラス0．4％のあたりを動いている。この  

数値は、先に見た、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同じである。   

この頃の受給者は、概ね財政再計算の基準時点以降に裁定された者であり、また、年次が後になるほど、  

その被保険者期間も基準時点以降のみの者が増えていく（モデル計算に近づいてくる。）。   

これは次のように考えることができる。将来推計では、性、年齢、加入期間別にグループ区分をし、推  

計していく。ある年度（t）とその翌年度（t＋1）の受給者を性、年齢別にグループ別に眺めてみると、規模は  

もともとの出生状況によって異なっているが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢別の分布  

も同じである。つまり、相似形をしているといえる。1点違っているのは、年金額の基礎となる標準報酬l  

である。（t＋1）年度の受給者は全体として、（t）年度の受給者よりも ゃ後に動き出している。そのため、  
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標準報酬も1年分の賃金上昇率がかかることとなるn従って、経済前提を動かした場合の影響は、その賃  

金上昇率にほぼ同じとなる 

ただ、グラフをみると、良い周期で♂）脈動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、  

人「］の変動を無視して、〔打ぺの∑を無視した影響であり、人∩の年齢構成の変動による出生数の変動（合  

計特殊出生率の変動ではない。ノ）が、受給者の各年度における年齢分布に影響し、各コーホートのもつ総年  

金額への影響度合が影響を′受けているためと考えられるい  

（5）短期的な影響   

直近での様子は、2020年度頃までの動きに現れているし それによると、経済変動1で0．1～0．15％、経  

済変動2で、0．1′、0．2％の伸びであり、賃金l二昇率のほぼ3分の1程度の影響となっているし）   

これは、  

ア．受給権者（7）過去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと   

イ・現状では受給者数が増加しており、相対的に65歳以卜の受給権者の割合が多く、物価L昇率のみ  

の改定の影響がHていること  

などが考えられる。  

（1）で見たように、財政再計算結果に基づく財政検証では、物価L昇率を動かした場合の試算は行ってい  

ないし∴従って、物価、賃金の両1昇率が変動した場合の予想は困難である。ただ、第3章（4）でみている実  

質的な運仔細」回りは、物価ヒ昇率の実績と再計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際にはさらに  

大きなものであろうと考えられる〔〕  

（6）その他  

・可処分スライドによる賃金l二昇率との違いや、再計算時点で解消していないマイナススライド♂〕凍結  

分は、基準ケース（財政再計算）でも考慮されており、基準ケースからの離れ具合をみている今回の  

比較では、その影響は考えなくて良いっ  

・支出には、給付費と基礎年金拠H金がある（つ 基礎年金拠出金の卦川こ占める割合は、平成16年財政  

再計算によると、足卜では、厚甲†二金と私学共済は約1／ニう、同共済と地共済では約2割であるが、  

将来的には厚生咋金では4割を超し、共済では約ニi割となるなど財政から見てもかなりのボリューム  

となる。しかし、展礎隼金拠出金も同じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出  

金を含めた支出合計で見ても、各年度の影響は図5－1とほとんど変わらないものとなる′J  

・／）！」＝ R，」．1′／R，－1 の長期的な動向が、経済前提の中の賃金卜昇率の基準ケースとの差と同  

じであるという状況は、仮に、R，ノ＝B‖／八一」がnによらない定数倍になっていたとしても変わら  

ない〔、このことは、物価上昇率等も含む経済前提の設定が変動することにより同 一時点こおける給イ寸  

費の規模が変動するが、その影響はと記の分析には現れないことをホす 

－153 －   






